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・車両台数・・・・・ ２２８,３２５両

・輸送人員・・・・・ １５億２,８７８万人

・営業収入・・・・・ １兆６,５９６億円

○法人タクシー

事業者数・・・・ ６,３９０者

車両台数・・・・ １９１,３６３両

運転者数・・・・ ３０８,７０６名

輸送人員・・・・ １４億３,４９７万人

営業収入・・・・ １兆５,２０１億円

○個人タクシー

事業者数・・・・ ３６,９６２事業者

車両台数・・・・ ３６,９６２両

輸送人員・・・・ ９,３８１万人

営業収入・・・・ １,３９５億円

平成２７年３月３１日現在

国土交通省調べ ※ハイヤー及び福祉限定事業者を除く

全国のタクシー事業の規模

1



193,948 193,876

193,229 191,028
193,899

194,110

186,966

174,213

159,294

155,720
152,793 151,573

149,767

143,497

193,385
191,339 189,556

187,415
189,993 189,974

189,641

178,881

161,802

157,546
156,359

154,294 153,474 152,018

208,053

211,808

216,387 219,419
221,677

222,316 222,522
220,724

214,791

200,758

196,502
194,666

192,736
191,363

30,951

30,099

29,153
29,044

29,337

29,703

30,071

28,473

26,005

26,266

27,154

27,763

28,355 28,950

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
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輸送人員
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車両数

（年度）

輸送人員（万人） 運送収入（千万円） 車両数（両） 日車営収（円）

※日車営収 ： 実働１日１車当たりの運送収入 国土交通省調べ

タクシー事業の現状（法人事業者データ）

規制緩和（需給調整規制等） タクシー適正化・活性化法施行

・車両数は、平成１４年２月の規制緩和以後増加傾向にあったが、２０年度以降は減少傾向。
・輸送人員・運送収入については、景気の低迷等の影響を受けて、近年減少傾向。
・適正化の取組み（減車）の結果、平成２２年度以降 日車営収が上昇。

リーマンショック
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タクシー運転者と全産業労働者の年間所得等の推移（男性）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より国土交通省作成
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タクシー運転者の年間所得は全産業平均の約半分であるが、労働時間は全産業平均よりも長い。

（注）１ 年間所得＝「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」により国土交通省が推計した値

きまって支給する現金給与額＝各年6月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。

年間賞与その他特別給与額＝調査年前年1月から12月までの1年間における賞与、期末手当等特別給与額

２ 労働時間＝「（所定内実労働時間数＋超過実労働時間数）×12」により国土交通省が推計した値

所定内実労働時間数＝事業所の就業規則などで定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間に実際に労働した時間数

超過実労働時間数＝事業所の就業規則などで定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間以外に実際に労働した時間数及び所定休日において実際に労働した時間数

３ 調査対象は、10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所。タクシー運転者と全産業労働者の平均年齢の推移
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

タクシー 52.9 53.2 53.8 54.2 54.9 55.3 56.1 56.8 56.2 56.8 57.0 57.6 58.4 58.7

全産業 40.9 41.1 41.2 41.3 41.6 41.8 41.9 41.7 42.0 42.1 42.3 42.5 42.8 42.9
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タクシー事業の費用構成

○営業費用のうち、人件費は７０パーセント以上を占めている。

○他方、車両の減価償却や修繕などの車両関係費は、全体の４パーセン
ト弱であり、設備投資費用が低廉となっている。

■人件費

■燃料費

■車両関係費

■その他

平成2３年度 営業費用内訳

72.8%

8.5%

3.5% 15.2%
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◆ 新規参入：許 可 制
◆ 増 車：認 可 制
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）

◆ 新規参入・増車 ： 禁 止
◆ 強制力ある供給削減措置
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）

事業者計画

営業方法による
削減の申出

独禁法適用除外

地域計画

地域協議会
認
可

期間３年期間３年

事業者

※指定事由がなくなったと認めるときは指定期間に
関わらず解除

（供給削減措置と併せて
自主的な需要活性化策を実施）

認
可活性化事業計画

新規参入・
増車への意見地域計画

地域協議会

事業者

（需要活性化策と併せて
自主的な供給削減措置を実施）

認
定

※指定事由がなくなったと認めるときは指定期間に
関わらず解除

原則（道路運送法） 準特定地域（大臣指定）

◆ 新規参入：許 可 制
◆ 増 車：届 出 制
◆ 自動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

特定地域（大臣指定・運審諮問）

合意事業者
以外 国

営業方法による削減の勧告・命令

全ての合意事業者が
事業者計画の認可を
受けることが必須

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成２６年１月施行）

タクシー特措法のポイント

５


